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「認定の基準」についての指針－電磁両立性試験－ 
 

 

序文 

本文書は、公益財団法人日本適合性認定協会（以下、JAB という。）が JIS Q 17025「試験所及

び校正機関の能力に関する一般要求事項」の電磁両立性（以下、EMC という。）試験技術に係わ

る試験所の認定に責任を持つことができる標準文書として提供する指針及び解釈文書である。こ

の文書は、JIS Q 17025 の要求事項を、EMC 試験分野固有の特殊性に合わせて具体的に詳細化し、

EMC 試験を適性に実行する試験所及び審査員が審査の際に考慮すべき特定の管理内容及び技術

内容についての指針及び解釈を示したものである。 

 

この文書は本論及び各論から成り立っており、本論は任意分野における EMC 試験に関する共通

の内容であり、JIS Q 17025 の要求事項を越えるものではない。各論は法律などで規制されてい

る EMC 試験に関する内容である。 

 

本文書において、「…すべきである。」、「…するのが望ましい。」又は「…するのがよい。」と表現

されている事項については、試験所がこの表現どおりに実施することを本協会として必ずしも要

求するものではないが、試験所はこの指針の意図する機能を何らかの方法によって満たしている

ことが必要である。 

 

第１章 EMC 試験共通の指針 

１．適用範囲 

1.1 本文書は、JIS Q 17025 に規定された「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」

に準拠した試験所であって、EMC 試験（通信機の試験及びその他の装置又はシステムによ

る生体への影響を防止するための電磁界の試験を含む。以下同じ。）に関する国際的に認め

られた規格に規定された EMC 試験に係わる試験所を、JAB が認定するための技術指針及

び解釈文書である。 

1.2 この文書は、上記規格に基づくエミッション試験又はイミュニティ試験、及びエミッショ

ン試験及びイミュニティ試験の両方の試験を実施する試験所の認定に適用する。 

1.3 この文書への適合性を確認するためにチェックリストが使用される。 

 

２．引用規格 

 2.1 引用文書 

(1)JIS Q 17025 試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項 

 (2)TS Z 0033 測定における不確かさの表現のガイド 

(23)CISPR 16 series: Specification for radio disturbance and immunity measuring 

apparatus and method 

(3) NCSL 推奨規範 #7 試験所設計(2000) 

(4)JAB RL331 測定のトレーサビリティについての指針 
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３．定義 

3.1 「電磁両立性(EMC)」とは、機器、装置又はシステムがその存在する電磁環境においてで

満足に機能する能力であって、かつ許容できないような電磁妨害をその環境内の何物い

うかなるものに対しても与えず、生じないかつ、その電磁環境において満足に機能する

ための装置又はシステムの能力をいう。 

3.2 「試験所」とは、試験及び／又は校正を行う機関をいう。別の活動を行っている組織の一

部である場合、「試験所」という用語は、当該組織の中で試験及び校正を行っている部署の

みを指す。試験所活動は、恒久的な場所又は一時的な施設若しくは移動施設内において、

又はそれらを拠点として行われる。 

備考 JAB は、さらに「試験所」を物理的な主体として定義する。すなわち試験又は校正

を行う施設であって、他の試験所から物理的に別々であり離れているものであって、

共通の所有権、経営又はマネジメントシステムを他の試験所と共有するか否かを問

わない。この方針からの逸脱は、「既得権」の例外を除き、それ自体として評価され

なければならない。JAB は、逸脱を承認するか否かの権利を留保する。 

3.3 「顧客」とは、試験を行う試験所又は校正機関に業務を依頼する個人又は組織をいう。 

3.4 「要求事項」とは、ある「もの」の特性に関する１組の定量的、定性的な個々の仕様に、

必要性を変換したものをいう。目的はその「もの」を具現化し評価できるようにするため

である。 

3.5 「特定の技術内容」とは、この指針に関する限り、JIS Q 17025 の基本要求事項をエミッ

ション試験又はイミュニティ試験、又はその両方の試験に係わる EMC 試験分野固有の特

殊性に合わせて具体的に詳細化したこれらの試験を適性に実施する際の最低限の技術内容

をいう。 

3.6 「（品質マネジメントシステム）監査」とは、体系的な独立した審査であって、品質活動と

それに関連する結果が計画に合致するかどうか、これらの計画が有効に実施され目標達成

に適切かどうか判定する審査をいう。 

3.7 「マネジメント・レビュー」とは、マネジメントシステムの状態及び妥当性、並びに変化

する状況から生じる新しい目標を経営者が正式に評価することをいう。 

3.8 「ある量の組立標準」とは、その量と関係がある別の量の標準の関数として組み立てられ

た標準をいう。 

3.9 「測定の不確かさ」とは、測定結果に関連するパラメータであって、測定量に帰するのが

妥当な、値のばらつきを特徴付けるものをいう。 

3.10 「（不確かさの）A タイプの評価｣とは、一連の観測値の統計的解析による不確かさの評価

の方法、をいう。 

3.11 「（不確かさの）B タイプの評価｣とは、一連の観測値の統計的解析以外の手段による不確

かさの評価の方法、をいう。 

3.12 「検証」とは、規定要求事項が満たされていることを、客観的証拠の調査及び提出によっ

て確認することをいう。 

備考 (a)測定設備及び／又はプロセスの管理に関して、検証は次のことを点検する手段を

与える。すなわち測定設備の指示値と、測定量の対応する既知の値との間の差が、

許容誤差限界より常に小さいことである。この限界は、当該測定設備及び／又は

プロセスに固有のものとして規格、規制又は仕様に定義されているものを指す。 
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(b)検証の結果によって、使用の再開、調整、修理、格下げ、廃止の何れにするか決

定する。全ての場合、実施した検証の文書類は測定器の個々の記録に保管する。 

(c)検証プロセスは、米国では「calibration、校正」と呼ばれることが多い。４．管理上の一般要

求事項 

本文書に係わる特定の要求事項なし 

4.1 組織 

試験所の判断の独立性及び誠実性に対する信用を傷つけるおそれのある活動に従事しない

こと（JIS Q 17025 4.1.4）の内容には、次に述べる内容が含まれると解釈できる。 

(a)試験所は、顧客に対して公平且つ完全な業務を確実に提供するための方針及び手順を文

書化すること。 

(b)試験所は、技術管理者及び職員がエミッション試験又はイミュニティ試験、又はその両

方の試験のための技術者としての良識を持ち、規定に基づいて適正な試験を実施するこ

とを常に心掛けること。 

 

4.2 マネジメントシステム 

4.2.1 品質マニュアル及び品質文書には、JAB の認定シンボル使用についての試験所の方針を

記載すること。 

4.2.2 最新版の文書が「定義」項に記載されているので、これを参考にしてマネジメントシス

テムを維持すべきである。試験所では統計学及び品質保証に関する一般的な参考文献も

利用できるのがよい。 

 

4.3 文書管理 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.4 依頼、見積仕様書及び契約の内容の確認 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.5 試験・校正の下請負契約 

4.5.1 試験所が、予期しなかった理由によって、又は継続的に下請負契約（下請け、孫請けな

どを含む。）をする場合には、この業務を適格な能力をもつ下請負契約者に行わせること

（JIS Q 17025 4.5.1）とは、次のように解釈できる。 

(a)試験所の品質マニュアルに JAB の方針と両立する下請負方針を記載し、更に次のこ

とを実証するための処置の管理実行手順を記述する。すなわち、下請負の試験所が JAB

手順に適合し一貫して業務を行うことを意味する。 

4.5.2 試験所は、顧客に対して書面によって取り決めを通知し、適切な場合には、なるべく書

面によって顧客の承認を得ること（JIS Q 17025 4.5.2）には、以下の内容又はこれと同

等の内容が含まれると解釈できる。 

(a)その記録の中及び顧客への報告書の中で、どのデータが JAB 認定試験所によって得

られ、どのデータが下請負契約者によって得られたかを明記することが含まれる。こ

れは下請負契約者が JAB 認定を受けているか否かを問わない。 

(b)報告書の初めに、下請負の試験所の名称、所在地、担当者名、及び下記の何れかの言
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明を記載する。 

(c)JAB に認定されている場合は、 

「この報告書は、実施した校正又は試験方法を認定された下請負の試験所（JAB 認定

番号及び有効期限）の作成したデータを含んでいる。」を記載する。 

(d)JAB に認定されていない場合は、 

「この報告書は、実施した校正又は試験方法を認定されていない下請負の試験所の作

成したデータを含んでいる。」を記載する。 

この章の内容は、JAB の認定を義務づける規制・法律・契約仕様書又は他の関連する条

件を置き換えるものではない。 

4.5.3 試験所は、試験の下請負契約に際して、契約先の設備が当該試験に適切なものであるこ

とを確認するための方法を文書化しておくのがよい。 

 

4.6 サービス及び供給品の購買 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.7 顧客へのサービス 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.8 苦情 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.9 不適合の試験・校正業務の管理 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.10 改善 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.11 是正処置 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.12 予防処置 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

4.13 記録の管理 

4.13.1 試験所は、記録の保管期間を品質マニュアルで規定すること。 

4.13.2 試験所は、観測原本の記録、監査の追跡を確保するための誘導データ、校正の記録、職

員の記録、並びに発行された個々の試験報告書又は校正証明書のコピーを、規定された

期間維持すること（JIS Q 17025 4.12.2.1）とは、保管期間を品質マニュアルで規定す

ることも含まれると解釈できる。 

4.13.3 試験所は、次の情報を含んでいる試験フォルダーの中に試験記録を維持するのがよい。

すなわち、試験所の維持する試験報告書又は試験フォルダーは、十分な情報を含み、後
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日再試験が必要となった場合、正確な試験条件が再現できるのがよい。例えば、 

(a)試験データのオリジナル（原本）、 

(b)写真、 

(c)試験の設定配置及び試験計画、及び 

(d)顧客試験報告書に含まれない再現に必要な他の適切な資料。 

 

4.14 内部監査 

4.14.1 監査は客観的であり、内部的に又は契約に基づいて行うこと。監査とは、一般基準（文

書、記録及び方針）、並びに技術的な適合性（試験方法、規範及び校正手順）の両方を含

む。 

4.14.2 不適合又は逸脱の特定が試験所の方針及び手順又はこの規格に対する適合性に疑問を

投げかける場合、試験所は該当活動範囲に対する追加監査を JIS Q 17025 4.14 に従ってで

きるだけ速やかに実施することを確実にすること（JIS Q 17025 4.10.14）は、関連する活

動及び責任の範囲の中での苦情は、迅速に解決されなければならないことをも意味すると

解釈される。 

4.14.3 該当する場合、下請負契約者に対する内部監査を行い、適格な能力が維持されているこ

とを確認するのがよい。 

 

4.15 マネジメント・レビュー 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

５．技術的組織構成に関する要求事項 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

６．資源に関する要求事項 

56.1 一般 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

56.2 要員 

56.2.11 試験所の管理主体は、特定の設備の操作、試験の実施、結果の評価及び試験報告書へ

の署名を行うすべての要員が適格であることをラボラトリは、要員が責任を有するラボ

ラトリ活動を実施し、逸脱の重大性を評価する力量をもつことを確実にしなければなら

ないすること（JIS Q 17025 6.2.35.2.1）とは、認定範囲のエミッション試験又はイミュ

ニティ試験、又はその両方の試験について、次に掲げる経験及び知識を持つことと解釈

できる。 

－電気工学及び電子工学の基礎知識 

－エミッション試験規格又はイミュニティ試験規格、又はその両方の試験規格内容につい

ての理解 

－エミッション試験又はイミュニティ試験、又はその両方の試験に必要とされる測定機器、

設備の操作に対する習熟 

－エミッション試験又はイミュニティ試験、又はその両方の試験に係わる経験 
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－統計学の基礎知識（特に、測定の不確かさ、測定データの処理など） 

－施設及び環境の維持に係わる理解 

56.2.2 試験所は、全ての技術職に関する完全な職務分掌及び資格要件を維持すべきである。こ

れらには、技術及び試験の職務（すなわち、シニア EMCI 技師、ジュニア EMCI 試験技

術者など）を含むのがよい。ファイルにはこれらの職務を担当するスタッフメンバーも

列記するのがよい。業務機能及びポジション別（すなわち、管理、エンジニアリングな

ど）に列記するのがよい。さらに、試験所は、全ての技術及び他の重要なスタッフの経

歴書を維持するのがよい。 

56.2.3 試験所は、各スタッフメンバーの能力評価を、第３者機関（例 iNARTE）を利用して

評価するのがよい。さらに、試験所はパフォーマンス観察によって、又はスタッフメン

バーが実施権限のある各試験方法に関する口頭試問若しくは筆記試験によって、各スタ

ッフメンバーの能力評価を行うのがよい。スタッフメンバーの能力調査はオペレータ自

身の試験、オペレータ相互間の試験及び試験所間の試験を含んでもよい。観察及びパフ

ォーマンス評価は、直属上長によって又は試験所長によって指名された人によって毎年

行うのがよい。各スタッフメンバーの毎年の評価記録は日付が記入され、上長及び従業

員によって署名されるのがよい。能力調査方針及び手順はマネジメントシステム文書に

含まれているのがよい。 

     備考 ｢試験所･校正機関の管理主体は、試験所･校正機関の要員の教育、訓練及び技量に

関する目標を設定する｣（JIS Q 17025 5.2.2）とは、第３者機関が提供する資格の

取得に関しての目標設定でもよい。 

56.2.4 適切な参考文書、学会誌及び業界誌は、最新知識を得るために全てのスタッフメンバーが

利用できるのがよい。 

 

56.3 施設及び環境条件 

56.3.1 施設及び環境条件は、ラボラトリ活動に適するものでなければならない。また、結果の

妥当性に悪影響を及ぼしてはならない試験所は、試験の適正な実施のために要求されるす

べてのサンプリング、測定及び試験の設備の各品目を保有すること（JIS Q 17025 

6.3.5.5.1）とは、試験を行うのに適した広さ、及び環境制御、適切な試験設備及び適切に

校正された参照標準か又は有能な校正機関サービスへのアクセスかいずれかであると解

釈できる。ここで、試験を行うのに適した広さとは、設備（参照標準、測定設備、試験対

象機器及び試験に必要な補助機器・治具）を保持する専用の指定運用できる場所並びに試

験員及び監督者の事務所が確保できる広さである。 

備考 1 試験所設計は、できるだけ「NCSL 推奨規範 #7 試験所設計(2000) 1993 年 7 月

25 日」にある指針に従うのがよい。 

備考 2 環境が、一般に容認された規範例えば「NCSCL 推奨規範 #7」には合致しない

が、ある程度安定しており必要な補正係数を適用できる場合がある。この場合、

試験所はその環境を規定するように期待される。試験所自身の手順に適合するか

評価し、言明した不確かさを達成するためである。 

56.3.2 エミッション試験に使用する電波暗室及びオープンサイト野外試験場については、上記

設備であるとみなし、CISPR 16 又はそれと同等の規格に基づいてサイト・アテネーショ

ンを測定することにより、試験場の適正を確認しておくのがよい。 
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56.3.3 周囲雑音（外来無線信号以外）が大きい試験場にあっては、測定結果に影響を及ぼさな

いような処置が施されるのがよい。 

エミッション試験にあっては、周囲雑音レベルが、規定の許容値より少なくとも 6dB は

低いことが望ましい。ただし、測定しようとする妨害信号レベルと周囲雑音レベルを同

時に測定した場合の測定レベルが許容値より低い場合には、その限りでない。（該当規格

を参照のこと。） 

備考 1 オープンサイトにおいては、放送・無線通信等の外来波の干渉があり、それら

外来波の占有周波数においては、周囲雑音レベルを規定の許容値より 6db 低く

することは困難である。 

備考 2 外来波の干渉を受ける周波数の測定にあたっては、電波暗室で実施する、又は

外来波の停波している時間帯に測定する等の処置が必要である。 

 

5.3.4 試験所は、5.5 節に掲げる試験設備の一覧表を記録し維持すべきである。一覧表には、型

式番号、製造番号、製造業者、購入時期、修理、校正履歴及び測定可能な範囲（例えば

14kHz～1GHz、直流 0～300V など）を含むのがよい。 

5.3.5 伝導エミッション又は放射エミッション試験方法に必要な設備一覧表には、EMI メータ、

スペクトルアナライザー等が含まれる。 

表１－１ EMC 試験施設及び設備の推奨校正周期、不確かさ確認周期及び校正項目 

 
種類 推奨校正周期 

自身が保有する参照標準 ２年が望ましい 

参照標準でない試験機器 １年が望ましい 

客観的なふさわしいデータがあれば、上記周期年数を増やすことができる。 

5.4 試験・校正の方法及び方法の妥当性確認 

5.4.1 試験所は、測定の不確かさについて確認しておき、必要に応じて測定結果に適用する。 

備考１ 適用できる場合、引用文書(2)の方法を、測定の不確かさの表現の基礎として使

用すべきである。詳細な手順を、不確かさの定量化に使用しない場合、不確か

さの要因を表にまとめ、実施した測定にとって容認できる旨を実証すべきであ

る。 

備考２ 試験のいくつかは、｢試験方法の性質から厳密で計量学的及び統計学的に有効な

測定の不確かさの計算ができないことがある｣（JIS Q 17025 5.6.2）に該当する。 

5.4.2 試験所は、該当する試験についての必要な基準を満たす試験方法を採用すべきである。 

5.4.3 試験所のマネジメントシステムの中で要求される試験方法の手順書は、試験所が使用す

る該当手続きに準拠すべきである。 

5.4.4 試験所が試験所自身で測定機器を校正する場合、それらの校正のための明確な手順及び

指示書が維持されるべきである。 

5.4.5 コンピューターソフトウェアは試験所管理台帳システムに含まれているのがよい。 

5.4.6 ソフトウェアの変更管理には、次のことに注意すべきである。 

(a)ソフトウェアバージョン管理の手順は文書化し遵守する。 
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(b)ソフトウェア、コンピュータ及び自動化システムは、無断変更及び/又は不注意な変更

から保護する。 

(c)自動化システム内のソフトウェアが設備の製造業者又は供給業者によって変更された

場合、それが保守、修理又は改良の何れかを問わず、試験所は変更されたソフトウェ

アが正確であることを試験に使用前に検証する。 

(d)ソフトウェア及び関連するハードウェアへの変更を実施し、文書化し検証する責任を、

スタッフメンバーに割り当てる。 

(e)文書化には最初の試験、エラーの検出及び解決、最新版及び改良版を含む。 

(f)元のソフトウェア及びバックアップソフトウェアは適切に識別し保存する。 

(g)古いバージョンのソフトウェアは、もし棄てないならば、誤って使用しないように保

存する。 

5.56.4 設備 

EMC 試験施設及び設備の推奨校正周期は次の表のとおりとすることが望ましい。 

表１－１ EMC 試験施設及び設備の推奨校正周期 

 
種類 推奨校正周期 

自身が保有する参照標準 ２年が望ましい 

参照標準でない試験機器 １年が望ましい 

客観的なふさわしいデータがあれば、上記周期年数を増やすことができる。 
 

 

5.5.1 試験所は、試験所が所有していない設備を他の機関から借用又は一時使用のために入手

（賃貸）して使用してもよい。これは設備の故障、測定範囲の拡大、仕事量の増大などに

よる場合である。試験所の所有しない設備が試験に使用される場合、スタッフメンバーが

その設備の使用に関して教育訓練を受けることも含まれる。その場合、その機器が当該試

験に適切なものであることを確認する手順を文書化しておくのがよい。 

5.5.2 試験所は、設備について、それぞれ適切な表示を施し、校正、修理、又は廃棄を必要と

する機器であることを識別するための手順を明文化しておくのがよい。 

5.5.3 JIS Q 17025 第 5.5 節で規定された情報に加えて、試験設備又は検証記録は下記を含んで

いるのがよい。 

(a)検証を要する全設備のパラメータの表記 

(b)検証の範囲 

(c)校正に責任を負う試験所の個人又は外部サービス者の名前、及び 

(d)参照標準の出所及びトレーサビリティ 

5.5.4 自動化試験設備又は自動化試験システムが使用される場合、適切な文書化、取扱説明書

の作成又は引用、及び教育訓練が必要となる。試験所は、コンピュータ化システムが手

動式と同じ結果になることを検証できるのがよい。 

5.5.5 試験所手順によって、自動化システムが読取り又は制御をしない手動制御設定が正確に

行われ記録されることを確実にすべきである。手順を整備し、自動化システムの総合性
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能を監視すべきである。 

 

5.6.5 測定の計量トレーサビリティ 

5.6.5.1 試験所は、国家計量標準へのトレーサビリティが利用可能な場合には、表 1-1 に掲げる

EMC 試験施設及び設備のうち、該当するものについての校正及び測定の不確かさの確認

を周期的に実施すべきである。 

備考 国家計量標準へのトレーサビリティは、可能ならば、外国の国家計量標準機関国

立研究所で維持され又は規定された計量標準へのトレーサビリティを含む。これ

らの場合、トレーサビリティは国際計量標準を介して達成される。利用できる場

合、これには基礎物理定数に基づく計量標準を含む。 

5.6.5.2 試験所は、日常の試験に使用する設備の精確さ度を確保するための手続きを文書化し、

それに従うのがよい。この手順には、定期校正以外に毎月の点検、試験直前の点検内容を

も含むのがよい。 

5.6.5.3 試験所は、設備測定の精確さ度の劣化が判明した場合の処置について手順を文書化して

おくのがよい。 

5.6.5.4 試験所は、国家計量標準へのトレーサビリティが確保できない場合には、該当する量の

組立標準を用いて設備の値付けを行うことができる。ただし、この場合には、組立標準

の構築又は値付けの方法について文書化しておき、測定の不確かさを明示しておくか、

又は試験所間の比較試験に参加し、測定結果の相互関係についての十分な証拠を保持し

ておくのがよい。 

備考 トレーサビリティ要求事項は、さらに下記事項によって満たしてもよい。 

(a)当該分野で国際的に容認されている標準、又は 

(b)相互に合意した標準であって、明確に規定され且つ当事者全員が合意した標準 

 

5.6.5.5 妨害波測定用設備のトレーサビリティ要求事項 

5.6.5.5.1 以下の計測器、校正項目は認定シンボルつきの校正証明書（又は内部校正（JAB RL200

の 3.16 項の内部校正の定義による。以下同じ。）トレーサビリティの確保された試験

所内校正）を要する。 

 

No. 計測器 校正項目 

1 テストレシーバ

EMI 受信機 

正弦波受信レベル、パルス振幅応答及びパルス繰返し応答 

2 アンテナ アンテナ係数（注 1） 

3 プリアンプ 利得 

4 吸収クランプ クランプ係数 

5 LISN疑似電源回路

網（AMN） 

電圧分圧比、インピーダンス及び位相角 

6 ISN不平衡疑似回

路網（AAN） 

電圧分圧比、インピーダンス及び位相角 

7 ケーブル 減衰量 

8 正規化サイトアッ

テネーション

(NSA) 

NSA測定結果（試験所内測定の場合は、測定に使用した設

備） 
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9 サイト電圧定在波

日(SVSWR) 

SVSWR 測定結果 

（試験所内測定の場合は、測定に使用した設備、ただし送

信アンテナの放射パターンについては校正結果は必要だ

がトレーサビリティは要求しない。） 

10 高調波測定器 50 Hz～2.4 KkHz の単一正弦波での電流（校正証明書には

各校正値に対する被校正機器の測定レンジの記載が必

要）、及び 50 Hz/60 Hz の電力と力率。 

11 フリッカメータ IEC 61000-4-15 第 6.3 項で規定する性能試験 

注 1：CISPR 11 及び CISPR 15 で用いられる大型ループアンテナについては、厳密な

トレーサビリティを確保することが困難なので、試験所内校正ができない場合は

メーカー校正で可とする。 

注 2：IEC 62233 及び IEC 62311(EMF)の人体ばく露電磁界強度測定用設備の校正につ

いては、ICNIRP の規格に従った重みづけした値については認定校正を要しないが、

磁界強度及び電界強度については認定校正（又は内部校正）を要求する。 

 

5.6.5.5.2 CISPR16 series で規定される妨害波測定装置の規格値を満足していることを確認す

るための前項以外の校正結果であって、測定全体の不確かさの 0.3 倍以上の大きさの

不確かさの要因となる可能性のないものについてはトレーサビリティは要求しないが

校正結果は必要である。 

 

 

5.6.5.6 イミュニティ測定用設備のトレーサビリティ要求事項 

5.6.5.6.1 以下の表の中欄に示す各計測器は右欄に示す校正項目について認定シンボル付の校

正証明書（又は内部校正トレーサビリティの確保された試験所内校正）を要する。 

 

試験項目 計測器 校正項目 

静電気放電(ESD)イミュニティ試験 ESD 発生器 接触放電電圧（ピー

ク値） 

放射電磁界イミュニティ試験 

 

電界センサ 電界強度 

電気的ファストトランジェント/バースト

（EFT/B）イミュニティ試験 

EFT/B 発生器 出力パルス電圧（ピ

ーク値） 

サージイミュニティ試験 コンビネーション

波形発生器 

開回路電圧（ピーク

値） 

無線周波伝導妨害イミュニティ 試験信号発生器 出力レベル 

 結合・減結合回路網

(CDN)及びクランプ 

挿入損失 

電源周波数磁界イミュニティ試験 誘導コイル 磁界強度 

電圧ディップ、瞬時短時間停電、電圧変動イ

ミュニティ試験 

試験用電圧発生器 電圧レベル 

 

5.6.5.6.2 上記に加えて IEC 61000-4 シリーズ規格で検証が必要とされる以下の事項の検証結

果又はその測定設備には認定シンボル付の校正証明書（又は内部校正トレーサビリティの確

保された試験所内校正）を要する。 
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試験項目 検証項目 

静電気放電イミュニティ試験 ESD 発生器の出力電流波形 

電気的ファストトランジェント/バー

スト（EFT/B）イミュニティ試験 

EFT/B 発生器の波形 

サージイミュニティ試験 開回路出力電圧波形及び閉回路出力電流波

形 

無線周波伝導妨害イミュニティ CDN の EUT ポートでのコモンモードインピー

ダンス、150 Ω―50 Ω変換アダプタの挿入

損失 

電源周波数磁界イミュニティ試験 試験用電源の特性 

電圧ディップ、瞬時短時間停電、電圧

変動イミュニティ試験 

試験用電圧発生器の特性 

 

 5.6.5.6.3 その他の計測器、校正項目であって IEC 61000-4 シリーズ規格に許容値が定められ

ているもの（例：ESD 試験室の湿度計）については、トレーサビリティは要求しないが校

正結果は必要である。 

 

5.6.5.7 設備の規格への適合性判定と設備の校正結果に付された不確かさの取り扱い 

CISPR 又は IEC 61000-4 シリーズ規格に定められた許容値に設備の校正結果が適合して

いることを判断する際に、校正結果に付された不確かさは考慮しなくてよい。 

 

6.6 外部から提供される製品及びサービス 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

７．プロセスに関する要求事項 

7.1 依頼、見積仕様書及び契約内容のレビュー 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

7.2 方法の選定、検証及び妥当性確認 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

5.7.3 サンプリング 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

5.87.4 試験・校正品目の取扱い 

本文書に係る特定の指針なし。 

5.8.1 校正期限が切れたか、その他信頼性がないと判断された標準又は設備は、回収又は撤去

すべきである。 

5.8.2 試験所は、不正防止シールを、計量標準又は測定設備及び試験設備の操作員がアクセス

可能な制御又は調整箇所に付けること。これは動かすと校正が無効になるからである。

試験所の校正システムによって、そのようなシールの使用及びシールが傷んだり剥がれ
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たりした設備の処分に関する指示書も提供すること。 

備考 不正防止シールは、調整箇所又は重要部品のある区域への無断アクセスを防ぐた

めに設備に付けられることがある。 

7.5 技術的記録 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

7.6 測定不確かさの評価 

5.4.7.6.1 イミュニティ試験の測定の不確かさは、JIS Q 17025 5.4.6.27.6.3 項の注記 12 に該当

し、測定設備及び測定方法が試験規格を満足している限り測定の不確かさの推定評価を要

しない。 

 

（参考 JIS Q 17025 5.4.6.27.6.3 項の注記 12： 広く認められた試験方法が測定の不確かさの

主要な要因の値に限界を定め、計算結果の表現形式を規定している場合には、試験所ラボ

ラトリはその試験方法及び報告方法の指示に従うことによってこの項目 7.6．3 を満足する

と考えられる。） 

 

5.4.87.6.2 30 MHz 以下の磁界強度測定の不確かさは、現在のところ厳密な評価推定が困難で

あるので不確かさの評価推定を要しない。 

 

5.97.7 試験・校正結果の妥当性の確保品質の保証 

   本文書に係わる特定の指針なし。 

 

5.107.8 結果の報告 

本文書に係わる特定の指針なし。 

5.10.1 試験所が実施した個々の試験の結果又は一連の試験結果は、正確に、明瞭に、あいまい

さでなく、客観的に、及び試験方法に特定の指示があれば、それに従って報告すること

（JIS Q 17025 5.10.1）には、認定されかつ認定を維持するために試験所が、「試験所の

認定又は試験報告書は、JAB が製品の認証、承認又は裏書きをしたという意味ではない」

旨を顧客に知らせることが含まれると解釈できる。したがって、各報告書は少なくとも

次の情報を含むか、又は同等の情報を顧客に提供する必要がある。 

(a)「顧客は製品が JAB 又は貿易相手国若しくは日本の政府機関により製品を保証された

と主張してはならない。」旨の言明 

(b)JAB の認定シンボル付試験報告書に対する、権限を有する署名人の署名 

(c)JAB 認定の試験所が試験報告書を発行し、そこに認定の対象のデータと認定の対象で

ないデータとが含まれる場合、常に、記録の中及び顧客への報告の中で、どの試験方

法が、又は試験方法のどの箇所が認定の対象でないかの明記。要求された試験が認定

の対象でない場合、試験所は顧客への事前通知。 

(d)認定された試験所は、試験報告書を発行し、そこで認定状態を引用する。これに関す

る JAB の方針によって、試験報告書が、認定の対象でない試験からのデータを含む

場合、報告書は次のものが含まれる。 

(1)報告書の初めに「この報告書は、JAB 認定の対象でないデータを含んでいる」旨
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の明記、及び 

(2)どのデータが認定の対象でないことの明示。 

試験所はその認定の不実表示をしてはならない。顧客が認定業務を要求又は要望し、

要望された業務が認定の対象でないとき、顧客にその旨を通知すること。 

 

7.9  苦情 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

7.10  不適合業務 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

7.11 データの管理及び情報マネジメント 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

 

 

８．マネジメントシステムに関する要求事項 

本文書に係わる特定の指針なし。 

 

 

 

第２章 FCC 規則 Part 15 Subpart B 及び Part18 に関する EMC 試験についての特定の指針 

 

認定範囲に FCC 規則 Part 15 Subpart B 又は Part18 を含む試験所は、「認定試験所 FCC 技術

審査チェックリスト」（7/31/20152/29/2016, FCC KDB 番号 853844）の該当要求事項を満たす必

要がある。 
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様式番号 JAB NF18 REV.0 

 

改 定 履 歴（公開文書用） 

 

版 
番号 改 定 内 容 概 略 発行日 文書責任者 承認者 

1 新規発行 1999-01-08   

2～
７ 

省略    

8 ・高調波の校正要求事項を明確化した。 
・フリッカメータについても新たにトレーサ

ビリティを要求することとした。 
・ラージループアンテナについての校正要求

事項を緩和した。 
・第2章の対象にFCC Part18を追加して、要

求事項をNIST Hand BookからFCC技術審

査チェックリストに変更した。 

2011-12-01 PM（電気試

験） 
試験所技

術委員会 

9 30MHz以下の磁界強度測定については、不確

かさ推定は要しないこととした。 
2016-01-01 PM（電気試

験） 
試験所技

術委員会 

10 2017年版のISO/IEC 17025に対応 
人体暴露電磁界強度測定用設備の校正要求事

項を規定 

2018-11-01 技術部工業

科学担当（電

気試験） 

試験所技

術委員会 
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公益財団法人 日本適合性認定協会 

〒141-0022 東京都品川区東五反田 1 丁目 22-1 
五反田 AN ビル 3F 

Tel.03-3442-1217  Fax.03-5475-2780 

 

 

 

本協会に無断で掲載内容を引用、転載及び複製することを固くお断りいたします。 

 


